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１．公的不動産とＰＲＥ戦略 

 

現在、我が国における不動産規模は、国土交通

省の推計によれば、金額規模で約 2,500兆円であ

り、地方公共団体、地方公営企業1、地方三公社2等

が所有する公的不動産のうち、少なくとも国や地

方公共団体が所有している不動産は金額規模で約

580兆円（全体の約 23％相当。図１参照）、面積規

模で国土の約 36％を占めている3。そのうち、地方

公共団体が所有する不動産は約 426兆円であり、

                                                      
1 地方公営企業法第２条に規定される公営企業 
2 土地開発公社・住宅供給公社・道路公社の三公社 
3 土地基本調査総合報告書（平成 23年）より 

公的不動産の 70％以上を占めている。 

地方公共団体は、地域振興等の公共・公益的な

目的により不動産の所有・管理を行っており、特

に高度経済成長期において、公共施設に対する需

要の拡大を背景として、土地を買い進め、施設の

建設を進めてきた。このような中、近年では、少

子・高齢化や市町村合併の進展等による社会情勢

の変化から、公共施設に対する住民のニーズも変

化してきており、これに対応した既存施設の利活

用・処分を行うことが重要となってきている。ま 

 

 

 

図１ 
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た、不動産には価格変動リスク（Risk）があるが、

耐震、アスベスト、土壌汚染等といった不動産固

有のリスクについても社会的な関心が高まり、所

有する不動産の管理について、社会的な責任が強

く求められている。さらに、地方公共団体の財政

の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号。

以下、「地方公共団体財政健全化法」という。）や

公会計制度の見直し、資産・債務改革など、公的

不動産を取り巻く制度にも様々な変化が起きてい

る。国及び地方公共団体ともに厳しい財政状況が

指摘される中で、それぞれの公的不動産の取り扱

いに対して社会の関心は高まっていた。このよう

な背景のもと、国においては、「小さくて効率的な

政府」の実現のため、国有財産行政の改革により、

庁舎等の有効活用・民間開放や国有財産の売却が

促進されることになった。一方、地方公共団体に

おいては、自らが所有・利用する不動産を「PRE

（Public Real Estate）」と表現し、公的不動産の

管理、運用を戦略的に行う取組（PRE 戦略）が見

られるようになってきていた。 

 このような状況の下、国土交通省では平成 20

年に、「公的不動産の合理的な所有・利用に関する

研究会（PRE研究会）」を設置し、地方公共団体が

PRE戦略を立案・実践するにあたっての実務的参

考書となることを目的として、平成 21年に「PRE

戦略を実践するための手引書」を作成した。本稿

では平成 24年３月に改訂した同手引書「2012.3

改訂版」より最近の事例を紹介する。 

 

 

２．川崎版ＰＲＥ戦略『かわさき資産マネジメ

ントプラン』の策定事例（神奈川県川崎市） 

 

２－１．背景 

川崎市では、新地方公会計制度や資産・債務改

革などへの対応に加えて、本格的な少子高齢社会

の到来や、市民のライフスタイルの多様化による

市民ニーズの変化、公共施設の老朽化などを背景

に、市の総合計画である「川崎再生フロンティア

プラン」や行財政改革の指針となる「新たな行財

政改革プラン」の計画の内容と整合性を図りなが

ら、めざすべき市政運営の将来像を見据え、施策

目標や事業目標を踏まえつつ、財政的な視点に立

って、不動産投資の効率性向上と最適な保有を推

進する、川崎版のＰＲＥ戦略についての検討を進

めた。 
 こうした取組についての考え方や方向性を取り

まとめ、平成 23年２月に「川崎版ＰＲＥ戦略 か

わさき資産マネジメントプラン（第１期取組期間

の実施方針）」を策定した。 

 

２－２．効果 

（１）企業会計的視点からの資産経営 

バランスシートや行政コスト計算書を適切に評

価・分析して、企業会計的な視点を採り入れるこ

とにより、川崎市が今後保有すべき資産規模と、

それに見合った適正な管理運営コストを的確に把

握し、キャッシュフローの改善に結びつけること

ができる。 

 

（２）全庁横断的視点からの最適な資産活用 

 全庁横断的な視点から、事務事業と資産活用の

状況を評価・検討し、施設の複合化、土地の高度

利用、機能の転用、最適な維持管理手法の構築、

整備着手の優先順位付け、土地の暫定利用、民間

活力の導入など、資産活用の効率性を向上できる。 
  
（３）まちづくりの方向性に的確に対応した資産

活用 

 市の資産を都市経営資源として有機的に活用す

ることにより、特色と魅力のあふれる良好なまち

づくりと地域の活性化を誘発するグッドサイクル

なまちづくりができる。また、少子高齢化社会の

到来や人口減少を見据えた資産活用、市民生活の

安全確保に配慮した資産活用、地球環境に配慮し

た資産活用ができる。 

 

２－３．内容 

（１）戦略 

①【戦略１】施設の再編（統廃合、機能転用等） 
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 による資産保有の最適化 

 

 【戦略１－１】サービス提供の最適性から見た 

資産活用 

民間施設を含めた市内外の類似施設の状況との

比較による相対的な評価を行う。また、年間管理

コスト等の財務状況や、資産の物的・環境条件、

耐震性能等のリスクコストを加味して建物性能等

を総合的に捉え、資産のライフサイクルを見越し

た今後の必要経費や、財源調達手法の検討を行い、

資産の使用価値を分析する。 

土地を最も効率的・効果的に使用した場合の収

益力を評価し、その上の建物について改修費用や

除却費用、転用の可否によって総合的に価値を評

価することにより、資産の市場価値を分析する。 

 

 【戦略１－２】都市機能としての資産の最適化 

資産の最適化を図っていくうえで、一定の区域

における都市機能のあり方を見据え、「資産価値

の総量」や「サービスの総量」といった視点で検

証し、最適かつ効率的な都市機能を形成していく

必要があるため、既存の資産を適正な需給バラン

スのもとで効率化し、その時々に応じて柔軟に保

有量の適正化と債務の縮減を図っていく。         
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市場価値は低いが、 

使用価値の高い資産 

継続的使用を 
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使用価値・市場価値 

ともに低い資産 

統廃合、処分などを 

中心に検討 

使用価値・市場価値 
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使用価値の低い資産 

市場価値を活かした 

資産活用を中心に検討 
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 ②【戦略２】予防保全型の維持補修による長寿 

 命化 

今後公共建築物の老朽化が進み、更新や大規模

修繕に係る経費が増加し、市の財政負担を増加さ

せることが想定される。検証の結果、建築後平均

35 年で更新を迎える対症療法型維持補修に比べ、

予防保全型維持補修では、耐用年数は大幅に延長

され、コストの平準化やトータルコストの大幅な

削減も見込める。このことから、定期的・計画的

な補修を進め、省エネルギー機器や再生可能エネ

ルギー設備を取り入れながら、施設や設備の長寿

命化を推進する。 

図３ 

 

 

 

 

 

 

 

③【戦略３】多様な手法による市有財産有効 

  活用  

 市役所の駐車場を民間企業へ貸し付けての有料

化や、広告事業等これまで一定の成果があった取

組について、対象範囲の拡大や契約内容のさらな

る改善に取り組む。 

 

（２）マネジメントサイクル 

①調査（Research） 

資産を所管する各局区担当課は、資産データを

資産マネジメント実践部門に提供する。資産マネ

ジメント実践部門は、提供されたデータから、「Ｋ

ＰＩ(Key Performance Indicator 重要評価指標)」

を設定し、詳細な分析を行ったうえで、資産のあ

り方や活用方策に改善の必要があるかどうかの検

証を行う。 

 

②計画（Planning） 

資産マネジメント実践部門は、データ分析の結

果をもとに市資産の状況を包括的に把握し、資産

所管局区と協議しながら、具体的に取り組む個々

の資産についてのＰＲＥ戦略を立案する。資産所

管局区は、予算や契約手法の検討・調整など、対

象となる資産のＰＲＥ戦略を実施するための準備

作業を行う。「調査（Research）」から「計画

（Planning）」の過程においては、プランニング

フローチャートを用いた資産マネジメントを実施

 

対症療法型維持補修 

予防保全型維持補修 

LCC縮減 

長寿命化 

35年 60年 （経過年数） 

累 
積 
維 
持 
補 
修 
コ 
ス 
ト 

更新 

※１ ライフサイクルコスト:建設費、維持補修費、管理運営費など資産の存続期間に発生する総費用のこと 
※２ 35年は、市公共建築物の平均更新年数 

図２ 
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する。 

 

③実行（Practice） 

資産所管局区は、対象となる資産のＰＲＥ戦略

を実行（Practice）する。資産マネジメント実践

部門は、実行段階で課題が発生した場合の対応や、

計画の進捗状況を把握し、的確な助言等も行いな

がら着実な進行管理を行う。 

 

④検証（Review） 

資産所管局区は、資産の利用率や市民満足度、 

財政的効果といった、対象となる資産のＰＲＥ戦

略の実施結果や進捗状況等が記されたデータを資

産マネジメント実践部門に提出する。資産マネジ 

メント実践部門は、こうしたデータをもとに進捗 

状況や効果について、毎年検証・評価し、さらに 

ＰＲＥ戦略全体の進捗状況をとりまとめ、それを 

市の資産・債務改革の進行状況として評価してい 

く。 

 

 

  

（３）戦略的な資産マネジメントの推進 

 ①資産データの収集 

 公有財産台帳（施設名称、所在地等）に、新地

方公会計制度に対応するため減価償却費等のデー

タを整備することに加えて、資産マネジメントの

ために必要と考えられる市民サービスやコスト、

ライフサイクルに関するデータを体系的に整理し、

「資産カルテ」を抽出できる仕組み作りに取り組

んでいる。 

 

②プランニングフローチャート 

（２）マネジメントサイクルの中の①調査

(Research)と②計画(Planning)の過程においては、

図表のプランニングフローチャートを基本的な検

討ルールとする。 

 

ＳＴＥＰ１  個別評価 

 市民サービスの利便性や最適性が判断できるよ

う、資産の性質に応じて、価値・経費・品質に関

するＫＰＩ（Key Performance Indicator 重要評

価指標）を設定していく。 

他に建物を建築
できないもの

他に建物を建築
できるもの

大空間が必要
（空間・容量）

特殊設備が必要
(宿泊機能等)

一般的機能

可能性が高い

立地条件
または場所に
強い制約
がある資産

●川崎港海底ﾄﾝﾈﾙ
●駅前広場
●ﾍﾟﾃﾞｽﾄﾘｱﾝﾃﾞｯｷ

●生田緑地
●東京ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

●川崎ｼﾝﾌｫﾆｰﾎｰﾙ
●余熱利用市民
　施設
●夢見ヶ崎動物
　公園

●かわさき新産業
　創造ｾﾝﾀｰ
●八ヶ岳少年自然
　の家

●整備事務所
●浮島建設事務所

市内に１か所
設置する資産

●廃棄物処分地
●営農団地施設

●労働会館
●市民ﾐｭｰｼﾞｱﾑ
●ｱｰﾄｾﾝﾀｰ
●とどろきｱﾘｰﾅ
●石川記念武道館
●中央卸売市場
●産業振興会館

●公文書館
●動物愛護ｾﾝﾀｰ
●港湾振興会館

●すくらむ21
●ふれあい館
●てくのかわさき

全
市

拠
点
型

全市的な
拠点型資産

●消防局総合庁舎
●総合教育ｾﾝﾀｰ
●公害監視ｾﾝﾀｰ

●市役所
●総合福祉ｾﾝﾀｰ

区
拠
点
型

地域的な
拠点型資産

●市民館
●体育館
●ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ
●図書館

●消防署
●老人福祉ｾﾝﾀｰ

●区役所
●道路公園ｾﾝﾀｰ
●市税事務所

支
所
型

拠点に対する
支所型資産

●市民館分館
●図書館分館

●消防出張所 ●行政ｻｰﾋﾞｽｺｰﾅｰ
●支所・出張所
●連絡所

需
要
依
存

分
散
型

地域需要に
対応して
適宜配置
した資産

●ｴｽｶﾚｰﾀｰ
●ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
●水路
●排水路

●自転車対策施設
●公園
●ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ

●小学校
●中学校
●備蓄倉庫

●休日急患診療所
●特別支援学校
●いこいの家
●地域療育ｾﾝﾀｰ
●児童相談所

●わくわくﾌﾟﾗｻﾞ
●こども文化ｾﾝﾀｰ
●公立保育所
●消防団器具置場

分
散

供
給
型

設置可能性を
優先した資産

●橋梁
●道路
●防火貯水槽

●処理ｾﾝﾀｰ
●ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

●消防局管理公舎
●市営住宅
●特別養護老人
　ﾎｰﾑ
●ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
●斎苑

●わーくす
●ゆうゆう広場

不可能/可能性が低い　立地条件
　による分類

立
地
限
定
型

単
独
設
置
型

拠
点
・
支
所
型

分
散
型

物理的特性
による分類

土地を主体とする資産 建物を主体とする資産

複合化・転用 にかかる 容易性

図４ 
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ＳＴＥＰ２  資産の特性を踏まえた規模・配置・ 

       維持管理手法の最適化 

 資産の個別的評価により規模や配置、維持管理

手法に改善が必要であると判断できる場合の具体

的な方策について、資産タイプに応じた検討を行

う。 

 

ＳＴＥＰ３  資産の活用方策の選択 

 前のＳＴＥＰで機能縮小や廃止、他の施設への

複合化が必要と判断された場合は、売却や貸付な

どの処分・活用方策を検討する。現行機能の継続

や複合化等により資産を活用する場合は、費用対

効果の観点から最も有利な資産活用策を見出し、

一定期間におけるライフサイクルコスト（ＬＣＣ）

の比較による検証を行う。 

 

 

３．市有施設有効活用計画策定の取組事例 

 （大阪府豊中市） 

 

３－１．背景 

昭和 30 年～50 年にかけ、豊中市は急激な人口

増加等の都市成長期を経験し、個人市民税の着実

な伸びをもとに、地方債を積極的に活用して、多

種多様な施設整備によって市民ニーズに対応し、

先進的な行政を推進してきた。しかし、バブル経

済の崩壊、人口減少や高齢化にともなう所得の減

少及び国の財源危機のもと三位一体改革など一連

の地方税財政制度改革により、市税収入が大幅に

減少し、近年の財政状況は悪化傾向にあった。 
こうした財政状況に対応し、豊中市では平成 19

年に｢新・豊中市行財政改革大綱｣を策定し、市有

施設等について「選択と集中を主眼に整備･管理運

営･配置の適正化を図る」とした。平成 21年には

｢市有施設の有効活用のための基本方針｣を策定し、

市有施設について、政策面やハード面の評価や市

民ニーズの視点を取り入れた整備・管理運営・配

置に関する基本的な考え方を公表した。また、平

成 22年には｢市有施設の有効活用指針｣を策定し、

現状の問題点の整理と施設配置を進めるための計

画策定上の方向性を示した。 
さらに、平成 22年から 23年には、市有施設の

整備・管理運営・配置のグランドデザインとして、

有効活用計画の策定に取り組んだ。 
 

３－２.効果 

 有効活用計画が策定され、市有施設の整備・管

理運営・配置の最適化を図るための一元的なマネ

ジメント体制が確立された。 
 

３－３.内容 
 総合計画基本構想に基づき、市有施設の整備・

管理運営・配置の最適化を図ることを目的として

いる有効活用計画の策定に当たり、「市有施設の有

効活用指針」に則して有識者･市民代表が参画する

市有施設有効活用部会(以下、｢部会｣という｡)を設

け、市有施設の有効活用を進めるために必要とな

るデータベース（以下、｢市有施設データベース｣

という｡）の内容を検討するとともに、当該データ

ベースを活用した市有施設の評価情報作成の考え

方と当該評価結果を活用した有効活用方策の進め

方等を検討した。 

 有効活用計画における有効活用方策等の検討手

順は、図６のとおりである。 

 なお、市有施設の有効活用方策を円滑に進める

ためには、庁内をはじめとする様々な関係者の調

整を経ることが必要となるため、こうした調整の

基礎となる情報共有のツールとして｢市有施設有

効活用調整シート｣(以下、｢有効活用調整シート｣

という｡)が部会に提案され、当該シートの内容と

活用のイメージを検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

注）道路、橋りょう、エレベーター、市営住宅、義務教育施設等、個別のアセットマネジメント計

画や長寿命化計画を策定している場合は、独自のマネジメントサイクルにより実施しますが、◎の

作業項目は、すべての資産を対象とした検証作業を行います。 

 

所管局区 

計画(Planning) 

★資産ごとの取組方針協議・検討 

◆資産ごとの取組実施準備 

◆庁内調整等 

 

調査(Research) 

●資産データの提供 

 

 

実行(Practice) 

◆資産ごとの取組実施 

検証(Review) 

◆資産ごとの取組実施後のデータ 

収集と個別的評価 

 (利用率、満足度、財政効果等) 

●の作業は 2010～

2011 年度にかけて実

施します。 

★の作業は 2010 年度

の新たな行財政改革プラ

ン策定作業と連動して行

います。 

◆については基本的に

2011～2013 年度の

3 年間で実施しますが、

ケースによっては単年度

毎または長期継続するも

のもあります。 

◎のReviewについては

基本的に毎年実施しま

す。 

 

当面の作業工程 総括部門 

検証(Review) 

◆資産ごとの取組の実施結果検証 

◎マネジメントプランの進行管理 

◎結果検証(ACTIONシステムも活用) 

◎資産・債務改革進行把握 

 

◆進行管理 

◆相談・助言 

計画(Planning) 

★マネジメント対象資産の選定    

★資産ごとの取組方針協議・決定 

◆庁内調整等 

 

 

調査(Research) 

●資産データの収集・重要評価指標の設定 

●施策評価確認(ACTIONシステム) 

 

図５ 
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「有効活用調整シート」の作成 
 

各施設の有効活用の実践 

ＬＣＣの考え方に基づく計

画的保全と長寿命化の推進 

① 

② 

「有効活用調整シート」の集約 

課題の抽出 

 
施設管理者による評価 

市有施設データベースに基

づく指標によるストック特

性、コスト特性等の評価 

 

施策の方向性からの検討 

（事業計画書・行政評価・分野別計画、審議会の意見等） 

③ 

特定施設の候補の選定 

特定施設の候補 特定施設の候補以外 

市有施設の現状 

④ 

財政シミュレーション 

有効活用方策案の検討 

全体最適から見た施設有効活用の検討 

「市有施設有効活用状況」の作成 

 

市有施設有効活用第三者機関の意見 

主

に

施

設

所

管

部

局

の

作

業 

資

産

活

用

担

当

部

局

の

作

業 

資

産

活

用

担

当

部

局

と

施

設

所

管

部

局

の

調

整

作

業 
政策会議など ⑤ 

特定施設の確定 

特定施設 特定施設以外 

有効活用アクションプランの策定 

 
廃止 複合化・建替・改修・転用等 

 

庁内会議 

 

 

 また、有効活用計画の主要な内容を総合計画の

施策体系に即して分野別・地域別に整理すること

によって、市有施設の有効活用に関する基本的な

方向性を具体的に示すことが可能となった。 

 以上に記した有効活用計画の特徴の要旨は以

下のとおりである。 

 

（１）市有施設データベースの内容と評価指標の

考え方 

 市有施設データベースは、単なる管理を超えて

市有施設の有効活用に関する意思決定を支援する

ためのもので、公会計のシステムと連動した統合

型データベースとも関連づけて構築するとした。 

 市有施設データベースによって整備するおも

な情報は以下のとおりである。 

 

（ストック情報）               

市有施設の所在地､建物名称､施設名称､敷地面積､

床面積､構造､階層等の基本的な施設の情報と､権

利関係､収容可能人員等の施設の基本的な機能な

ど             

（コスト情報）               

プライマリーコスト(取得価格､大規模改修などの

大規模な追加投資など)､ランニングコスト(施設

の維持管理等に要する経常経費と､今後見込まれ

る改修・修繕費用であるＬＣＣ) 

（サービス情報）              

施設の利用者数､収容者数､稼働率､年間利用料な

ど                 

（地域情報）                

それぞれの市有施設が位置する地域の人口､年齢

構成など地域の特性を示す情報や分野別の施設配

置状況など 

市有施設データベースを活用し、市有施設の特

性を分析・評価することによって有効活用方策の

検討に役立つ情報を得ることが可能となる。そこ

で、上記の各情報に対応した４つの評価指標を構

築して市有施設を評価するとし、以下の評価指標

を例示した。 

 

以上のストック指標、コスト指標、サービス指

標、施設配置指標を活用して市有施設を評価する

が、評価にあたって、指標の性格の違いから次の

２つの評価の考え方が想定される。 

 

①施設用途別の平均等を活用して施設用途別の評

価尺度として評価する(施設用途別の相対的な優

劣関係を把握する)場合 

 

②全施設共通の評価尺度として評価する(全施設

を対象として相対的な優劣関係を把握する)場合 

図 6 

 

図 7 
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 以上の評価の考え方にもとづき、ストック指標、

コスト指標、サービス指標は個々の施設の数値を

施設用途別の平均と比較して施設ごとの優劣関係

を評価するとともに、ストック指標、コスト指標

は全施設共通の尺度となる指標が含まれるため、

全施設の平均と比較して全体的な視点で施設ごと

の優劣関係も評価する必要がある。 
 以上の評価の考え方を模式図で示すと図８のと

おりである。 

また、各指標を総合化することによって評価指

標による評価を一元的に示すことが可能となる。

例えば市有施設のハード面の評価をストック指標

に代表させて横軸とし、施設機能を反映したソフ

ト面の評価をサービス指標に代表させて縦軸とし

て、図９のような施設分類を試行することができ

る。 

 図９の第Ⅰ象限はソフト面、ハード面ともに評

価が高い施設であり、現状維持が基本となる。第

Ⅱ象限はハード面の評価は高いが、ソフト面に課

題が見られる施設であり、評価が高いハードを活

かす運営等のあり方の検討が必要となる施設であ

る。第Ⅲ象限はソフト面の評価は高いが、ハード

面に課題がある施設であり、大規模修繕等の対策

を要する施設である。第Ⅳ象限はソフト面、ハー

ド面ともに課題がある施設であり、用途廃止によ

る売却等の検討も考えられる施設である。 
なお、以上の評価の考え方に含まれない施設配

置指標は、それぞれの市有施設が位置する地域の

人口・年齢構成、土地利用動向などの地域特性を

示す情報や分野別の施設配置状況などを分析する

ことによって得られる指標である。したがって、

有効活用計画では、施策の分野ごとの特性を考慮

したそれぞれの施設のサービス圏域を設定し、圏

域の人口構成など、それぞれの施設のサービス圏

域の特性をふまえたうえで、民間施設など市有施

設以外の同一分野の施設の配置状況も考慮しつつ、

施設配置の面からみた施設の有効活用の方向付け

を行うこととした。 
 
（２）有効活用調整シート 

市有施設の有効活用を円滑に進めるためには、

前記の評価指標による評価以外に、各施設の機能

の特性と利用現況等を踏まえた施設管理者から見

た施設評価、施策遂行上の必要性、市民ニーズ等

を考慮することが重要であり、さらにこのような

多種の視点による検討を可能とするための情報を

関係者が共有することが必要である。 
そこで、｢有効活用調整シート｣は、一貫した有

効活用検討にかかる調整のための有効な基礎資料

としての機能とともに、市民と行政とが施設にか

かわる情報を共有することによって、施設の整備

や有効活用に関して市民からの意見を反映させる

機能を持つものとした。 
有効活用調整シートを構成する情報等の要旨は

以下のとおりである。 
 
（市有施設の情報のデータ）         

ストック情報・コスト情報・サービス情報・地域

情報に整理             

図８ 

図９  
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（評価指標による評価）           

上記ストック情報・コスト情報・サービス情報・

地域情報から重要な情報を評価指標として選択し、

相対的な優劣関係に整理 
 
（施設管理者による評価） 

施設管理者がスペースの利用度、設置目的の整合

性、市民ニーズなどを評価し、評価指標による評

価と合わせて施設の現状を評価 
 
（施設管理部局による総合評価） 

事務事業評価の概要、事業等の戦略的たな卸しの

結果などをふまえた施設の課題などを整理した上

で、施設管理者による評価を踏まえて、施設所管

部局として、当該施設のあり方を評価 
 
（３) 分野別等の施策体系を考慮した有効活用の
方向性 

市有施設の維持管理等の日常的なファシリティ

マネジメントは、用途別等の一定のマネジメント

単位で実践されており、施設の統廃合もまずは用

途別等の単位で施設の存続の必要性、統廃合の可

能性を整理することが必要である。 
 有効活用計画では、総合計画の施策体系等に位

置づけられた市有施設について、用途別の上位概

念となる施策体系に沿って有効活用の基本的な考

え方を示し、更に、計画推進の単位となる地域毎

に市有施設の配置等の基本的な考え方を明らかに

している。これによって、ファシリティマネジメ

ントの主体となる施設所管課・施設所管局の取り

組み課題が主な用途別等に整理され、実施部門が

今後取り組むべき有効活用の方向性を具体的に示

すことが可能となった。 

 

 

４．水道施設上部の再整備事例 

（神奈川県川崎市） 

 

上記２．及び３．では、ＰＲＥ戦略統括部門に

おける Planning（計画）を中心とした事例を紹介

した。次に、実施部門における Practice(実行)の

事例を紹介する。 

 

４－１．背景 

鷺沼プールは昭和 43年以降、鷺沼配水地上部の

有効活用として川崎市民に親しまれてきたが、レ

ジャーの多様化の流れの中で、施設の老朽化、採

算性の悪化により、平成 14年度をもって廃止され

た。当該地域は宮前区都市計画マスタープランの

中で宮前区の「生活中心拠点」に位置づけられて

いる地域であり、同プランの「宮前区の顔づくり」

に合わせた跡地利用として、市民の意見や宮前区

周辺の行政需要等を考慮し、小学校、保育所、老

人福祉施設、フットサル場を整備するとともに、

市民の憩いの場となる広場を整備したものである。 
 
４－２．効果 

①施設老朽化、採算性の悪化により廃止したプー

ルの跡地を有効活用し、市民ニーズの高い施設を

整備することができた。 
  

②市民公募による委員会での検討に加え、アンケ

ートの実施や一般参加のワークショップの開催に

より、幅広く多くの市民意見を収集して取りまと

めた意見を踏まえた結果、周辺住民だけでなく、

多くの市民に利用される有効活用ができた。 
 
４－３．内容 

（１）市民参加の手法 

 

 ①基本構想の策定、基本設計の作成 

  ア 市民参加の経過と主要スケジュール 

 

平成 15年３月 鷺沼プール条例を川崎市議会で

廃止 

５，６月 宮前区区づくりプラン推進委員

会、宮前区役所区政推進課に広場

整備に当たっての市民参加の方

法等について相談 

７月 公募委員の募集 
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11月 第１回ワークショップ 

（事業概要の確認・使い方や導入

機能のアイデア出し） 

平成 16年１月 第２回ワークショップ（たたき 

台プランの評価・検討） 

３月 第３回ワークショップ（基 

本構想案の評価・検討） 

→基本構想案のとりまとめ 

６月 事務局案（１次案）の作成 

第４回ワークショップ 

（事務局案の評価） 

小学校建設着工 

９月 事務局案（２次案）の作成  

→評価・検討 

10月 基本設計最終案の作成  

→市民報告会 

平成 17年２月 実施設計の確認 開園準備・管理

運営方法の確認 

３月 広場名称の公募   
広場整備検討委員会の解散 

７月 保育所建設着工 

10月 フットサル場整備着工 

平成 18年４月 小学校・保育所・フットサル場 
と広場を同時オープン 

平成 20年３月 老人福祉施設建設着工 

平成 21年３月 老人福祉施設オープン 

 

 イ 広場整備検討委員会の目的等 
   ・広場の整備に係る市民等の意見聴取 
   ・広場の整備に係る基本構想案の検討 
   ・広場の整備に係る基本設計及び実施設計 
    の検討 
  ・その他、利用者に親しまれる広場を実現 
   するために必要な事項の検討 

         
②管理運営 
広場全体の管理運営については、隣接する小学

校の校庭を維持管理するＮＰＯ法人に委託して

いる。また、広場の一部であるビオトープ、花壇

については、隣接の小学校、近隣の福祉団体のボ

ランティアが手入れをしている。 
 
（２）市民の参加について留意した点 
 ①鷺沼プール跡地周辺の町内会・自治会の関係

者を検討委員会に含めるとともに、公園の利用者

は広域にわたることが予想されることから、多く

の方に公募委員となっていただくよう、参加を促

進した。 

 
 ②検討委員会における審議だけでなく、広く意

見を募るため、公開のワークショップや公園の利

用者などにアンケート調査を行った。 
 

 ③配水地の上部にあることから、いくつかの制

約条件（配水池の構造体に負荷をかけないこと（重

量の制限、植樹の制限等）、水道水の衛生面に影響

を及ぼす恐れのある利用は避けること(トイレの

設置は不可等)など）があったため、それを前提条

件として理解していただいたうえで、議論を進め

た。 
 
４－４．その他 

 

 市民説明会で寄せられた多くの意見を踏まえて、

広場のほかに以下の施設を整備した。 
 
①小学校の新設 
児童数の増加に伴う過大規模校の解消のため、学

区再編を前提として、市民から寄せられた意見を

参考に、地域開放に配慮した小学校を新設した。 
 
②保育所・老人福祉施設の新設 
待機児童の解消を図るとともに、障害者や高齢者 
のための福祉施設設置を求める市民からの多くの 

意見により、なるべく駅から近い土地に建設する 
ようゾーニングを決定して、保育所と老人福祉施 
設を整備した。 
 
③フットサル施設の整備 
多くの運動施設を求める意見を踏まえて検討を行 
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い、民設民営で６面のフットサル場を整備。水道 
局施設の一部をクラブハウスとして活用。川崎フ 
 

 
 
 
 
 
 
 

ロンターレが運営を行い、土地使用料収入は広場

の整備・維持管理に充てている。 
 

【従後（カッパーク鷺沼）】 

広 小 学

保育

老人福祉 

施設

一部ﾌｯﾄｻﾙ施

設で活用

上下水道局管理

配 水

田園都市線 

ﾌ ｯ

配水地 

小学校 広場

保育所 

老人福祉

施設 
フットサル場 

一部フットサル施設

で活用 

上下水道局管理用地

【従前（旧鷺沼プール）】 

鷺沼駅方面  宮前平駅方面  

六角 

プールＢプール

Ａプール

Ｃプール 駐車場
ロッカー 

田園都市線

―出典―  国土交通省  土地総合情報ライブラリー 「ＰＲＥ戦略を実践するための手引き書(2012.3改訂版)」 

http://tochi.mlit.go.jp/jitumu-jirei/pre-tebikisho  
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